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１．はじめに 

 

 環境省では、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成 13年法律第

86号）に基づき、環境省政策評価基本計画及び環境省政策評価実施計画を策定し、

以下の施策体系のもとで政策評価（事後評価）を実施している。（これらの 9施

策の下には全体で４０の目標を定めている。） 

 

 施策 １ 地球温暖化対策の推進 

    ２ 地球環境の保全 

    ３ 大気・水・土壌環境等の保全 

    ４ 廃棄物・リサイクル対策の推進 

    ５ 生物多様性の保全と自然との共生の推進 

    ６ 化学物質対策の推進 

    ７ 環境保健対策の推進 

    ８ 環境・経済・社会の統合的向上 

    ９ 環境政策の基盤整備 

 

 政策評価の結果については、次年度の予算要求等の政策へ適切に反映させるこ

とが重要であり、以下のとおり政策への反映状況を取りまとめた。（なお、事前

評価の取りまとめの対象は、昨年度の報告からこれまでの間（平成 22年 10月か

ら平成 23年 9月まで）に、総務省へ提出、公表した評価書である。） 



 

２．平成 22年度施策の事後評価結果の政策への反映状況 

 （１）総括表 

 

反 映 状 況 

施策体系に

おける対象

施策数 

施策の改善・見直し ９ 

概算要求に反映 ９ 

機構・定員要求に反映 ７ 

 機構要求に反映 ０ 

定員要求に反映 ７ 

 



に向 を進

（２）施策別整理表

施策名 １．地球温暖化対策の推進

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【１－１　地球温暖化対策の計画的な推進による低炭素社会づくり】
　地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図り、2050年に1990年比で温室効
果ガス排出量80％削減を達成するとともに、社会経済構造の転換を促進しつつ、低
炭素社会の構築を図る。また、気候変動予測、影響評価及び適応に関する知識の
普及を通じ、地域及び国レベルにおいて、気候変動に柔軟に適応できる社会づくり
を促進する。

【１－２　国内における温室効果ガスの排出抑制】
　2008年度から2012年度のエネルギー起源二酸化炭素の排出量を、基準年（1990
年度）総排出量比で＋1.3～2.3％の水準とし、非エネルギー起源二酸化炭素、メタン
及び一酸化二窒素の排出量を同じく基準年総排出量比で▲1.5％の水準にする。ま
た、2008年から2012年の代替フロン等３ガスの排出量を基準年（1995年）総排出量
比で▲1.6％の水準にする。

【１－３　森林吸収源による温室効果ガス吸収量の確保】
　京都議定書第一約束期間における温室効果ガスの吸収量として、京都議定書目
標達成計画に記載されている目標である1,300万炭素ﾄﾝ（3.8％）を確保する。

【１－４　京都メカニズム等を活用した海外における地球温暖化対策の推進】
　我が国における京都メカニズム（ＣＤＭ・ＪＩ・排出量取引）活用のための体制整備を
進めるとともに、事業者等の各主体の京都メカニズムへの関心や理解を深め、京都
メカニズムの活用のための我が国の取組を加速させることにより、国内排出量削減
対策及び吸収源対策に最大限努力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差
分（基準年総排出量比1.6％）に相当するクレジットを獲得する。また、二国間メカニ
ズムの構築に向けた取組を進めるズムの構築 けた取組 める。

反映状況

改善・見直し

　総括的には、次年度の事業内容を精査する上で、所要の目的を達成した事務事
業等については予算要求を行わないこととした。

24年度概算要求額：１４６，８７３百万円

機構要求　－

定員要求
（１）再生可能エネルギー導入拡大に向けた施策の拡大・強化に伴う増
（２）「地球温暖化対策のための税」の導入に伴う執行・審査業務体制の強化に伴う
増



施策名 ２．地球環境の保全

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【２－１　オゾン層の保護・回復】
　オゾン層の状況の監視を行い、オゾン層破壊物質の生産・消費規制、排出抑制対
策を実施し、さらにフロン類の回収・破壊を推進することにより、オゾン層の保護・回
復を図る。

【２－２　地球環境保全に関する国際連携・協力】
　環境に関する世界的な枠組みづくりやルール形成等への積極的な貢献や、アジア
をはじめとする各国や国際機関との連携・協力を推進する。

【２－３　地球環境保全に関する調査研究】
　地球環境分野のモニタリングを推進するとともに、気候変動の影響及び影響に対
する適応の情報収集・調査研究などを推進する。

反映状況

改善・見直し

　総括的には、地球環境の保全に必要な対策を強化するために、次年度の事業内
容を精査する上で、所要の目的を達成した事務事業等については予算要求を行わ
ないこととした。

24年度概算要求額：１，９３２百万円

機構要求　－

定員要求　－



施策名 ３．大気・水・土壌環境等の保全

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【３－１　大気環境の保全（酸性雨・黄砂対策含む】
　固定発生源及び自動車等からの排出ガス並びに越境起源による大気汚染に関
し、大気汚染に係る環境基準等の達成状況の改善を図り、大気環境を保全する。ま
た、人の健康の保護と生活環境の保全を図るための基礎資料である大気環境の状
況をより的確に把握するため、評価・監視体制の準備、科学的知見の充実等を進め
る。

【３－２　大気生活環境の保全】
　騒音に係る環境基準の達成状況を改善させ、騒音・震動・悪臭公害を減少させると
ともに、ヒートアイランド対策や光害対策を講じることにより、良好な生活環境を保全
する。

【３－３　水環境の保全（海洋環境の保全を含む）】
　水質汚濁に係る環境基準等の目標を設定して、その達成状況の改善を図るととも
に、適切な地下水管理を推進して地盤沈下の防止及び湧水の保全・復活を図る。海
洋環境の保全に向けて、国際的な連携の下で油流出事故の発生時における適切な
対応や漂流漂着ごみ対策を図る。また、これらの施策と併せ、環境保全上健全な水
環境の確保に向けた取組を推進し、水環境を保全する。

【３－４　土壌環境の保全】
　土壌汚染による環境リスクを適切に管理し、土壌環境を保全する。

【３－５　ダイオキシン類・農薬対策】
　ダイオキシン類について、現行の排出削減計画に規定する排出目標量（平成22年
までに平成15年比で約15％削減）の達成状況を確認し、次期削減計画（改訂作業
中）を策定する。全ての地点で環境基準を達成する。
　農薬について、市場に出回る前の安全性審査を行うとともに、農薬の安全かつ環
境に配慮した使用を確保するための指導や調査を実施する。

反映状況

改善・見直し

　政策評価結果を踏まえ、調査事項や検討方法について見直しを行い、効率化を
図った。また、一部の事業については、昨年度より事業内容を統合するとともに、対
策の検討、実施方法について見直し、更なる効率化を図っている。

24年度概算要求額：５，１９０百万円

機構要求　－

定員要求
（１）放射性物質による環境汚染への対処に関する対策のための増
（２）特定特殊自動車排出ガスによる大気汚染防止及び温室効果ガスの排出の抑制
のた  めの対策強化に伴う増
（３）法改正に伴う有害物質の地下浸透未然防止制度の創設に伴う増



る。

施策名 ４．廃棄物・リサイクル対策の推進

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【４－１　国内及び国際的な循環型社会の構築】
　循環型社会形成推進基本計画等を着実に施行して国内における循環型社会の構
築を図るとともに、３Ｒイニシアティブに基づいて国際的な循環型社会構築を図る。

【４－２　循環資源の適正な３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進】
　各種リサイクル法の円滑な施行等により、循環資源の３Ｒ（リデュース、リユース、
リサイクル）を推進する。

【４－３　一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）】
　一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。

【４－４　産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等】
　産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。

【４－５　廃棄物の不法投棄の防止等】
　不法投棄等の未然防止・拡大防止対策及び残存事案対策、有害な廃棄物の適正
な処理の確保等、並びに特定有害廃棄物等の適正な輸出入等の確保を図る。

【４－６　浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理】
　環境保全上効果的である浄化槽の整備による生活排水対策を講ずる。

反映状況

改善・見直し

　政策評価結果を踏まえ、平成24年度においては、以下について重点的に施策を講
じていくこととしている。
・東日本大震災特別財政援助法や災害廃棄物処理特別措置法に基づき、市町村等
が実施した災害廃棄物の処理に対して財政的な支援を行う。また、放射性物質汚染
対処特別措置法の成立を踏まえ、放射性物質による汚染された廃棄物の国による
直轄処理事業を実施する。
・市町村の自主性と創意工夫を活かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイク
ル施設の整備を推進する。また、湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大きな原因と
なっている生活排水対策を推進し良好な水環境や健全な水循環を確保するため、
浄化槽整備に対する助成制度の充実を図る。
・使用済小型電気電子機器の回収等の社会的実証事業を行うとともに、技術的基
準の設定や情報発信の事業を実施し、速やかに小型電気電子機器のリサイクルに
資する制度を創設する。
・アジアの環境保全への貢献と我が国経済の活性化に資するため、我が国の静脈
産業を育成し、その海外展開を支援する。

24年度概算要求額：５５，０６０百万円

機構要求　－

定員要求
（１）国内における小型電気電子機器回収・有用金属リサイクルの推進及び制度管
理の実施に伴う増
（２）東日本大震災に係る災害廃棄物処理（代行）実施体制整備に伴う増
（３）放射性物質による環境汚染への対処に関する対策のための増
（４）産業廃棄物行政に係る審査体制の継続



施策名 ５．生物多様性の保全と自然との共生の推進

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【５－１　基盤的施策の実施及び国際的取組】
　生物多様性国家戦略を始めとする自然環境保全のための政策の策定、及びその
ために必要な情報の収集・整備・提供を行う。また、国際的枠組への参加等を通じて
地球規模の生物多様性の保全を図る。

【５－２　自然環境の保全・再生】
　原生的な自然及び優れた自然の保全を図り、里地里山などの二次的な自然や藻
場・干潟等についてその特性に応じた保全を図るとともに、過去に失われた自然を
積極的に再生する事業と、自然再生に係る地域活動を推進するための支援を実施
することで、自然環境の保全・再生を図る。

【５－３　野生生物の保護管理】
　希少野生動植物の生息状況等の調査による現状把握と保護・増殖による種の保
存、野生鳥獣の適正な保護・管理と狩猟の適正化、遺伝子組換え生物及び侵略的
な外来生物への対策推進等による生物多様性等への影響防止。

【５－４　動物の愛護及び管理】
　自治体、動物販売業者による飼い主等への適切な指導、情報提供の確保、地域
における動物の適正飼養推進のための体制作りを推進することにより動物の愛護と
適正な管理についての国民の意識の向上を図る。

【５－５　自然とのふれあいの推進】
　豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な
自然資源の保全を図りつつ、安全で快適な自然とのふれあいの場の提供やふれあ
い活動をサポートする人材の育成を行う。

反映状況

改善・見直し

　生態系のもたらす恵みを将来にわたって継承するため、国土全体から地域までの
様々なレベルにおいて、それぞれの多様な生態系及び動植物が保全され、持続可
能な利用が図られる「自然と共生する社会」を実現するための各種施策を行うととも
に必要な人員を配置できるように要求を行う。

24年度概算要求額：２０，４４６百万円

機構要求　－

定員要求
（１）生物多様性保全施策の強化に伴う増
（２）東日本大震災の復興対策に伴う増
（３）海洋野生生物保護に関する事務体制の強化に伴う増



施策名 ６．化学物資対策の推進

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【６－１　環境リスクの評価】
　化学物質による人の健康や生態系に対する環境リスクを体系的に評価

【６－２　環境リスクの管理】
　化学物質審査規制法（以下、化審法という）に基づく、新規化学物質の審査及び既
存化学物質等の安全性点検を計画的に進めるとともに、化学物質排出把握管理促
進法（以下、化管法という）に基づき、ＰＲＴＲデータを円滑に集計・公表し、活用する
ことにより、環境リスクを管理し、人の健康の保護及び生態系の保全を図る。

【６－３　リスクコミュニケーションの推進】
　リスクコミュニケーションに資する情報の整備、対話の推進及び場の提供を図るこ
とを通じて、化学物質に関するリスクコミュニケーションを推進し、市民、産業、行政
等のすべての利害関係者における化学物質の環境リスクに係る正確で分かりやす
い情報の共有と信頼関係の構築に努める。

【６－４　国際協調による取組】
　ＰＯＰｓ条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）や、現在制定に向
けて国際交渉中の水銀条約などの化学物質関連条約について、関連する施策を推
進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携及び諸外国との国際協力を
図り、化学物質による地球規模の環境汚染を防止する。

【６－５　国内における毒ガス弾等対策】
　平成15年の閣議決定等に基づき、国内における毒ガス弾等による被害の未然防
止を図る。

反映状況

改善・見直し

　「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行経費」については、所定の
成果を得た事業については終了するとともに、法施行経費については可能な限り、
関係各省での分担や業務実績の効率性等を考慮の上、概算要求額を削減。

24年度概算要求額：１，８９６百万円

機構要求　－

定員要求
（１）総合的化学物質対策の強化に伴う振替



施策名 ７．環境保健対策の推進

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【７－１　公害健康被害対策（補償・予防）】
　公害に係る健康被害について、公健法に基づき認定患者への公正な補償給付等
の実施を確保するとともに公健法による健康被害予防事業を推進し、さらに地域人
口集団に係る環境汚染による健康影響の継続的監視及び局地的大気汚染の健康
影響に関する調査研究等を行うことで、迅速かつ公正な補償及び予防を図る。

【７－２　水俣病対策】
　水俣病については、水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措
置法等に基づき、水俣病被害者の救済対策、水俣病発生地域の環境福祉対策の
強化を図る。また、水俣病経験の情報発信と国際貢献及び水俣病に関する総合的
研究を進める。

【７－３　石綿健康被害救済対策】
　石綿の健康被害の救済に関する法律に基づき、被害者及び遺族の迅速な救済を
図る。

【７－４　環境保健に関する調査研究】
　健康被害をもたらしている可能性が指摘され、国民的な関心は高いが因果関係は
科学的には明らかにされていない種々の環境因子について、調査研究を推進する。
また、既に明らかになっている知見について、一般に分かりやすく情報提供を行い、
必要な対処等を行うよう意識啓発を進める。
①花粉症についての情報や花粉の飛散予測等について、一般に情報提供を行い、
花粉症の発症・増悪の予防を進める。
②黄砂の健康影響についての実態を明らかにし、必要に応じて適切な対応を検討
する。
③熱中症や紫外線、電磁界の健康影響について、科学的な知見を収集し、一般に
普及啓発を行う。

反映状況

改善・見直し

　「石綿問題への緊急対応に必要な経費」については、人件費等を見直すことによ
り、予算の減額要求を行った。

24年度概算要求額：１５，５０２百万円

機構要求　－

定員要求　－



施策名 ８．環境・経済・社会の統合的向上

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【８－１　経済のグリーン化の推進】
　市場において環境の価値が評価される仕組みづくりを通じて、暮らしや活動の中で
自ら環境保全の取組が続けられる社会を目指す。

【８－２　環境に配慮した地域づくりの推進】
　地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定推進と地域におけ
る地球温暖化対策の取組を支援することにより、低炭素な地域づくりを推進するとと
もに、公害防止計画に基づく取組を支援するなど、環境に配慮した地域づくりを推進
する。

【８－３　環境パートナーシップの形成】
　ＮＰＯ、企業、行政といった各主体間のパートナーシップの形成促進を図るため、
東京・青山に「地球環境パートナーシッププラザ」を、全国７カ所に地方環境パート
ナーシップオフィスを、それぞれ設置。政策課題についての意見交換会・勉強会の
実施、事業型環境ＮＰＯ・社会的企業の支援などを通じたＮＰＯ、企業、行政等の協
働での取組支援、環境・パートナーシップに関する情報の分析・発信などを行ってい
る。

【８－４　環境教育・環境学習の推進】
　ＮＰＯや事業者等、様々な主体と連携しつつ、様々な場において、すべての主体に
対して、学校・家庭・地域コミュニティが連携した質の高い効果的な環境教育・環境
学習を行うことで、自発的、主体的に取り組む意識を醸成する。

反映状況

改善・見直し

　２４年度要求では、これまでの施策の連続性等を考慮しつつ、更に効率的に施策
の効果が図れるよう重点化を図り、メリハリの効いた予算要求を行った。

24年度概算要求額：９１９百万円

機構要求　－

定員要求
（１）経済社会の在り方を持続的発展が可能なものへの変格の推進に伴う増
（２）環境教育推進法の一部を改正する法律の成立に伴う増



施策名 ９．環境政策の基盤整備

評価方式 実績評価方式

施策の概要

【９－１　環境基本計画の効果的実施】
　各主体における環境配慮の織り込みの推進や環境白書等を活用した普及啓発等
を行うなど、環境基本計画の効果的な実施により、環境保全に関する施策の効果的
な実施を図るとともに、環境基本計画の見直しを行う。

【９－２　環境アセスメント制度の適切な運営と改善】
　環境に影響を及ぼすと認められる意思決定の各段階において環境影響評価制度
等を通じ、環境保全上の適切な配慮を確保する。

【９－３　環境問題に関する調査・研究・技術開発】
　環境の状況の把握、問題の発見、環境負荷の把握・予測、環境変化の機構や環
境影響の解明・予測、環境と経済の相互関係に関する分析、対策技術の開発など
各種の調査研究・研究開発を実施するとともに、研究開発のための基盤の整備、成
果の普及により環境分野の研究・技術開発を推進し、環境問題の解決や持続可能
な社会の構築の基礎とする。

【９－４　環境情報の整備と提供・広報の充実】
　環境保全施策を科学的、総合的に推進するため、環境問題に係る情報を体系的
に整備し利用を図るとともに、様々なニーズに対応した情報を整備し、各主体への
正確かつ適切な提供に努める。また、地球環境問題から身近な環境問題までの現
状と取組について、各種媒体を通じた広報活動を行う。

反映状況反映状況

改善・見直し

　２４年度要求では、これまでの施策の連続性等を考慮しつつ、更に効率的に施策
の効果が図れるよう重点化を図り、メリハリの効いた予算要求を行った。

24年度概算要求額：２１，４９１百万円

機構要求　－

定員要求
（１）環境経済研究の推進体制の継続



３．事前評価結果（平成22年10月から平成23年9月まで）の政策への反映状況

（１）公共事業

対象事業名 産業廃棄物処理施設モデル的整備事業

評価方式 事業評価方式

評価の概要

必要性：鹿児島県内における管理型産業廃棄物最終処分場の不足

効率性：投資（費用）に対して総便益が超過

有効性：産業廃棄物の処理体制の確保

反映状況 補助事業として実施

対象事業名 ＰＣＢ廃棄物処理施設整備事業

評価方式 事業評価方式

評価の概要

必要性：約30年間、民間事業者によるＰＣＢ処理施設の設置が試みられたが実現で
きなかったこと、ＰＣＢ処理に関する国際条約（平成40年までのＰＣＢ処理）等を受け
て、我が国においては、国が100％出資し、処理体制の整備を行い、日本環境安全
事業株式会社において処理をおこなうものとなったものであり、ＰＣＢ廃棄物処理の
国内唯一の施設として整備が必要。

有効性：ＪＥＳＣＯの工事発注手続においては、処理技術アドバイザー会合を開催し
専門家の助言を得ながら提案技術の評価・審査を行っており、安全・確実な処理を
担保できる施設となっている。

効率性：設計・施工を一貫して行うことで施設整備費を最小限に抑えることに努めて
いる。設計・施工業者は、総合評価落札方式一般競争入札により決定しており、効
率化が図られている。

反映状況 補助事業として実施



（２）規制関係

法令の名称 水質汚濁防止法の一部を改正する法律

規制の内容 有害物質使用特定施設等の届出規定の創設

評価方式 事業評価方式

規制の目的 　地下水汚染の未然防止を図るため、措置の対象施設を確実に把握する。

反映状況 平成23年6月22日に公布した。

法令の名称 水質汚濁防止法の一部を改正する法律

規制の内容 有害物質使用特定施設等に係る構造等の基準遵守義務の創設

評価方式 事業評価方式

規制の目的 　地下水汚染の未然防止を図るため、構造等の基準を遵守する。

反映状況 平成23年6月22日に公布した。

法令の名称 水質汚濁防止法の一部を改正する法律

規制の内容 有害物質使用特定施設等に係る改善命令等の創設

評価方式 事業評価方式

規制の目的
　地下水汚染の未然防止を図るため、構造等の基準を遵守していない施設に対し、
改善命令等を行う。

反映状況 平成23年6月22日に公布した。

法令の名称 水質汚濁防止法の一部を改正する法律

規制の内容 有害物質使用特定施設等に係る定期点検義務の創設

評価方式 事業評価方式

規制の目的
　地下水汚染の未然防止を図るため、構造等の基準の遵守状況等を定期的に点検
する。

反映状況 平成23年6月22日に公布した。



法令の名称 水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令

規制の内容 水質汚濁防止法に基づく事故時の措置の対象の追加（指定物質の規定）

評価方式 事業評価方式

規制の目的 事故発生時の応急措置及び届出並びに関係機関による迅速な対応を図る。

反映状況 平成23年4月1日に施行した。



法令の名称 環境影響評価法施行令の一部を改正する政令

規制の内容 法対象事業に風力発電事業を追加

評価方式 事業評価方式

規制の目的

　風力発電事業については、騒音や鳥類の衝突事故（バードストライク）等の被害が
報告されていることから、環境影響評価法の対象事業として追加することで、透明性
の高い環境影響評価がなされることを確保し、住民の理解と受容が一層進み、環境
と調和した形での風力発電所の健全な立地を促進する。

反映状況 パブリックコメントを実施した。

法令の名称 環境影響評価法施行令の一部を改正する政令

規制の内容 法的関与要件に交付金事業を追加

評価方式 事業評価方式

規制の目的

　環境影響評価法の対象となる事業種及び規模の事業が交付金の公付対象となる
可能性があり、事業内容の決定に環境影響評価の結果を反映させる方途がある交
付金を指定することで、事業に係る環境保全について適切な配慮がなされることを
確保する。

反映状況 平成23年10月14日に公布した。



第1 は第 1項の を受

（３）租税特別措置等

対象政策
　ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備、石綿含有廃棄物等無害化処理用設備に係る
特別償却措置の延長

評価方式 事業評価方式

要望の内容

（１）措置の対象
　ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備、石綿含有廃棄物等無害化処理用設備に係る
特別償却措置の適用期限を2年間延長する。

（２）措置内容
　特別償却措置（初年度８/１００）

反映状況
　税制改正要望において、ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備、石綿含有廃棄物等無
害化処理用設備に係る特別償却措置の延長を要望した。

対象政策 最終処分場に係る維持管理積立金制度に係る特例措置の延長

評価方式 事業評価方式

要望の内容

（１）特例の内容
　廃棄物の最終処分場における埋立終了後の維持管理に要する費用に備えるため
の準備金（維持管理積立金）制度に基づき積み立てた額について、損金算入できる
こととする特例措置を2年間延長する。

（２）対象者
　青色申告書を提出する法人で、廃棄物最終処分場について、廃棄物処理法第8条
第1項又は第15条第1項の許可を受けたもの項又 15条第 許可 けたもの

反映状況
　税制改正要望において、最終処分場に係る維持管理積立金制度に係る特例措置
の延長を要望した。

対象政策 廃棄物処理業用設備に係る法定耐用年数の短縮

評価方式 事業評価方式

要望の内容

　減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の改正に
よる法定耐用年数の短縮

○　別表第二　機械及び装置の耐用年数表
　現在、「55　前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらないもの」の
うち、「主として金属製のもの」に分類され、法定耐用年数17年とされている廃棄物
処理業用設備について、実態に合わせ、短縮する。

反映状況
税制改正要望において、廃棄物処理業用設備に係る法定耐用年数の短縮を要望し
た。



対象政策 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除

評価方式 事業評価方式

要望の内容 増加型・高水準型の恒久化

反映状況
税制改正要望において試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除を要望し
た。
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